
※控用には個人番号の記入は不要です

税理士法第33条の２の書面提出有

税理士法第30条の書面提出有作成税理士の事務所所在地・署名押印・電話番号
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相 続 税 の 申 告 書税務署長

相続開始年月日 年 月 日

○フリガナは、必ず記入してください。
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該 当 す る 取 得 原 因 を ○ で 囲 み ま す 。
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Ⓐ
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相 続 ・ 遺 贈 ・ 相 続 時 精 算 課 税 に 係 る 贈 与

左 の 欄 に は 、 第 ２ 表 の ② 欄 の ㋺ の
人 数 及 び ㋩ の 金 額 を 記 入 し ま す 。

左の欄には、 第２表の⑧欄の金額を記入します。 

※ 整 理 番 号

取 得 財 産 の 価 額
（第11表③）
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相続時精算課税適用財産の価額
（第11の２表１⑦）

債務及び葬式費用の金額
（ 第 1 3 表 ３⑦）

相 続 税 の 総 額

純 資 産 価 額（①＋②-③）
 （赤字のときは０）

遺産に係る
基礎控除額

あん分割合
各人の⑥
Ⓐ

算 出 税 額
⑦×各
人の⑧

農 地 等 納 税
猶 予 の 適 用
を受ける場合

相 続 税 額 の ２ 割 加 算 が
行われる場合の加算金額

（ 第 ４ 表 １⑥）

差 引 税 額
（⑨＋⑪−⑱）又は（⑩＋⑪−⑱）

（赤字のときは０）

相 続 時 精 算 課 税 分 の
贈 与 税 額 控 除 額

（第11の２表⑧）

暦 年 課 税 分 の
贈 与 税 額 控 除 額

（第４表の２㉕）

一 般 の 場 合

（⑩の場合を除く）

配偶者の税額軽減額
（第５表㋩又は㋬）

未 成 年 者 控 除 額
（第６表１②、③又は⑥）

障 害 者 控 除 額
（第６表２②、③又は⑥）

相 次 相 続 控 除 額
（第７表⑬又は⑱）

外 国 税 額 控 除 額
（第８表１⑧）

医療法人持分税額控除額
（第８の４表２Ｂ）

農 地 等 納 税 猶 予 税 額
（ 第 ８ 表 ２ ⑦ ）

株 式 等 納 税 猶 予 税 額
（第８の２表２A）

特例株式等納税猶予税額
（第８の２の２表２A）

山 林 納 税 猶 予 税 額
(第８の３表２⑧)

申 告
納 税 額

医療法人持分納税猶予税額
（第８の４表２Ａ）

還付される税額

申告期限までに
納付すべき税額

㉒-㉓-㉔
-㉕-㉖-㉗

小　　計 （⑲−⑳−㉑）
（黒字のときは100円未満切捨て）

計

（ ）
（ ）
算 出 税 額

第３表
⑬（ ）

課  税  価  格  （④＋⑤）
（1,000円未満切捨て）

法定相続人の数

純資産価額に加算される
暦年課税分の贈与財産価額

（ 第 1 4 表 １④） 

被相続人との続柄 職 業

（ 電  話  番  号 ）

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号

生 年 月 日 年　　　  月　 　　日 （年齢　　　 歳）

（　　　　　　−　　　　　　−　　　　　　）

〒

財 産 を 取 得 し た 人

（ ）

年　　　  月　 　　日 （年齢　　　 歳）

㊞

 （資４−20−１−５−Ａ４統一）第1表控（平30．７）
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